（様式１）
令和　　年　　月　　日

丹波市長　林　　時　彦　様

申請者　所在地　　　　　　　　　　　　　
団体の名称　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　㊞

指定管理者指定申請書


丹波市公の施設に係る指定管理者の指定を受けたいので、関係書類を添えて申込みます。

記

１　施設の名称及び所在地

	施設の名称
	丹波市立丹波いっぷく茶屋

	施設の所在地
	兵庫県丹波市氷上町本郷62番地１



２　添付書類

（１）　事業計画書

（２）　当該団体の定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類

（３）　法人にあっては、当該法人の登記事項証明書

（４）　申請書を提出する日の属する事業年度の収支予算書及び事業計画書並びに前事業年度の収支計算書及び事業報告書

（５）　当該公の施設の管理に関する業務の収支計算書

（６）　その他市長が必要と認める書類

（様式２）
グループ構成員表

グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（代表となる団体）

主たる事務所の所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

団体の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　

（構成員）

主たる事蕩所の所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

団体の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　

（構成員）

主たる事務所の所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

団体の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　







（様式３-１）
事業計画書
①　管理運営にあたっての基本方針
魅力ある施設運営を目指すための運営方針・サービス提供・効率的な管理の考え方について
（ア）管理運営の基本的な考え方
定款、寄附行為、規約の目的・事業内容等を踏まえて記載すること。















（イ）管理運営に関する提案
施設利用、再委託の内容などについて記載すること。



























（様式３-２）

②　指定期間中の収支計画に関する事項
指定期間中における管理運営に係る収支計画を記載すること。
	




















	年度
	収入
	
	支出

	
	（千円）
	その内、市からの
指定管理料
	（千円）

	令和　　年度
	
	
	

	令和　　年度
	
	
	

	令和　　年度
	
	
	

	令和　　年度
	
	
	

	令和　　年度
	
	
	


※欄が不足する場合には、適宜各欄を広げるか複数ページにして記載する。

（様式３-３）

③　管理運営の内容に関する事項
（ア）施設の利用促進
利用者の増加を図るための具体的手法及び期待される効果について記載すること。
特に観光客・業務ドライバー等様々な施設利用者について、どのようなニーズを想定し、その想定ニーズに対してどのような内容のサービスを、どのような手法で提供するか記載すること。
また、施設が提供するサービス等について施設利用者のニーズや要望を定期的にどのような手法で把握し、施設・サービスの価値向上に活かし、どのように利用者の増加を図るかについても記載すること。















（イ）利用施設の運営
受付、承認、利用料金、徴収、職員体制等についての考え方を記載すること。















※欄が不足する場合には、適宜各欄を広げるか複数ページにして記載する。

（様式３-４）

（ウ）平等な利用の確保
公の施設として利用者への平等な対応の方策について記載すること。（障害のある
方への配慮・対応など）
















（エ）個人情報保護
個人情報保護の方法について記載すること。















※欄が不足する場合には、適宜各欄を広げるか複数ページにして記載する。
（様式３-５）

（オ）職員の研修計画（人権研修を含む）
施設管理に従事する職員への教育、研修計画等について記載すること。















（カ）事業の遂行力
安定した管理運営を行なうため必要な経理的基盤（金融機関、出資者の支援体制）等
について記載すること。















※欄が不足する場合には、適宜各欄を広げるか複数ページにして記載する。

 （様式３-６）

（キ）苦情処理の対応方策
利用者等から苦情処理の対応について記載すること。















（ク）事故発生等での対応方策
危険行為・事故発生時の対応・避難誘導体制・防火訓練の計画・災害時の対応等に
ついて記載すること。















※欄が不足する場合には、適宜各欄を広げるか複数ページにして記載する。


（様式４）

収支計画書

（単位:千円）
	収入項目
	
	　年度
	　年度
	　年度
	　年度
	　年度
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	収入合計
	
	
	
	
	
	

	支出項目
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	支出合計
	
	
	
	
	
	

	収入合計一支出合計
	
	
	
	
	
	



※各年度における各年度の収支予算を主な収入項目に区分して示すこと。
※消費税及び地方消費税を含んだ金額を記載すること。
※積算内訳を別紙（様式は自由。ただし、Ａ４・横書）に示すこと。


（様式５）
事業計画書（自主事業）

　当該施設において、自主事業を提案する場合に使用してください。

①施設の設置目的、仕様書等を踏まえた自主事業の目的・効果などについて記載すること。












②具体的な自主事業の内容について記載すること（実施体制、料金、手法など）。












※添付書類として、自主事業に係る収支計画書（任意様式）を作成すること。
※自主事業の定義
指定管理者が企画する指定管理業務でない業務（協定書・仕様書記載外の業務）。指定管理者が施設の使用許可又は目的外使用許可を受け、指定管理者ではない一団体として行うもの。
※欄が不足する場合には、適宜各欄を広げるか複数ページにして記載する。

（様式６）

実施体制表

（組織図）













（組識人員一覧表）
	役職・
職種
	担当業務
	能力・資格
実務経験年数等
	雇用形態
	雇用者の
確保方策
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



※雇用形態欄には、常勤・臨時・嘱託等の別を記載する。
※雇用者の確保方策欄には、申請者がすでに雇用している者（雇用済み）又は、今後雇用を予定するもの（予定）の別、その目途を記載する。
※備考欄には、勤務体制（勤務時間・休日設定）を記載する。（別紙可）
※欄が不足する場合には、適宜各欄を広げるか複数ページにして記載する。

（様式７）

グループ応募　役割分担・責任分担

グループ応募の場合における各団体の役割、責任分担に関する事項

































（様式８）

団体の概要

	団体の種別
	□財団法人　　　　　　　□社団法人　　　　　　□NPO法人
□株式会社　　　　　　　□有限会社　　　　　　□合資会社
□その他の法人（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□その他の団体（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	団体の名称
	

	団体の所在地
	

	設立年月日
	

	資本金又は資本財産
	
千円

	社員（職員）
	人

	
実　績
	類似業務の運営実績（施設名称、面積、管理運営概要、期間等）
記載すること。








※「団体の種別」欄では、該当するものにチェックする。
※「社員・職員（数）」は、申請時の人数を記載する。
※　欄が不足する場合は、複数ページにして記載する。
※　会社概要等がある場合は、添付する。


（様式９）

辞退届

令和　　年　　月　　日　付けで、指定管理者申請書を提出しましたが、次の理由により辞退します。

令和　　年　　月　　日

（申請者）

主たる事務所の所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

団体の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

（辞退の理由）



















（様式10）

募集に関する質問書

令和　　年　　月　　日

（申請者）

主たる事務所の所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

団体の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

（質問の内容）























（様式11）
宣　誓　書　

令和　　年　　月　　日

　 丹波市長　林　　時　彦　様

所　在　地
団　体　名
代表者氏名　　　　　　　　　　印

法人その他の団体又はその代表者（２にあっては役員を含み７にあっては役員及びその使用人を含む。）が、次の事項に該当しないことを宣誓します。

１　法律行為を行う能力を有しない者

２　破産者で復権を得ない者

３　会社更生法及び民事再生法等による手続中である団体

４　地方自治法施行令第167条の４第２項(同項を準用する場合を含む。)の規定により、丹波市における一般競争入札等の参加を制限されている者

５　地方自治法第244条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けたことがある者

６　指定管理者の指定を管理の委託とみなした場合に、地方自治法第92条の２、第142条(同条を準用する場合を含む。)又は第180条の５第６項の規定に抵触することとなる者

７　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２項に掲げる指定暴力団等又は暴力団員である場合

８　国税、丹波市の税及び公共料金等を滞納している者

９　宗教活動又は政治活動を主たる目的とした団体
